
（経営戦略策定の目的）

老朽化資産の更新や施設の耐震化などに多額の投資が見

込まれる中、水需要の減少などに伴って給水収益が減るこ

とが予測され、経営環境は厳しさを増してきています。

水道事業を取り巻く環境が変化していく中、将来にわ

たってサービスの提供を安定的に継続するために、経営基

盤強化の取組をさらに推進し、水道ビジョンに掲げる「安

全な水を安定的に供給できるまちにします！」を実現する

ために経営戦略を策定しました。

（位置づけ）

本経営戦略は、「摂津市水道ビ

ジョン」を上位計画とし、実現化に

向けた、投資計画と財政計画を均衡

させた経営の基本計画です。

（計画期間）

令和元（2019）年度

～令和10（2028）年度

（10年間）

摂津市水道事業経営戦略〔改定版〕 【概要版】 令和6（2024）年度

1.経営戦略策定の目的と位置づけ

6.水道事業を取り巻く環境の変化

（水需要の見通し）

従来の見通しと比較して、給水人口の減少幅が緩和するため、水需要の減少幅も緩和されます

が、給水人口や1人当たり原単位は減少するため、今後も水需要は減少し、給水収益が減少し続け

る見通しです。

2.経営戦略の基本理念と基本方針

3.水道事業の効率化・健全化への取り組み

（基本方針）

（基本理念）アセットマネジメントの実践による健全な運営の実現

②ライフサイクルコストの最適化（投資の平準化）①施設総量の最適化（スペックダウン）

④民間の資金・ノウハウなどの活用③機能の集約化（ダウンサイジング）

⑤適切な財源の確保

水道の投資事業に必要な財源を確保し、「投資試算」（投資事業にかかる費用の見通し）と財源

試算（給水収益などの財源の見通し）を均衡させるためには、徹底した「水道事業の効率化・健全

化」に取り組み、事業運営にかかる経常的なコストの削減を進めることで、「経営基盤の強化」を

図るとともに、施設及び管路の更新・耐震化を計画的に行うなど「投資の合理化」を進めることが

必要となります。

（投資抑制策）

①施設総量の最適化（スペックダウン）

⇒給水人口及び給水量の見通しを踏まえた水道施設及び管路の最適化

②ライフサイクルコストの最適化（投資の平準化）

⇒適切な監視に基づいて資産を長期間使用

⇒優先度・重要度に基づいた計画的な更新

⇒年度別費用の平準化

③機能の集約化（ダウンサイジング）

⇒各施設の機能を踏まえた施設の統廃合

⇒災害時における供給安定性の確保

④民間の資金・ノウハウなどの活用

⇒民間事業者の資金やノウハウなどの活用

⇒効果的・効率的に行うことが望める業務における官民連携手法の検討

（財源確保）

⑤適切な財源の確保計画

⇒各種経費節減

⇒世代間の負担公平性などを勘案した適切な財源確保

摂津市上下水道ビジョンの将来像 安全な水を安定的に供給できるまちにします！

4.経営戦略の事後検証・更新等

策定した経営戦略は、毎年度進捗管理（モニタリング）を行い実

施状況について評価・検証を行い、３～５年毎に見直しを行います。

見直しにあたっては、「投資・財政計画（収支計画）」と実績との

乖離を検証し、ＰＤＣＡサイクル（Plan＜計画＞―Do＜実行＞

―Check＜評価＞―Act＜改善＞）を活用します。また、最新の情報

により事業を取り巻く環境の変化を把握したうえで将来を予測し、

必要に応じて経営健全化のための新たな取り組みを検討します。

5.経営戦略の中間見直しについて

水道事業経営戦略について 経営戦略の中間見直し

上述のPDCAサイクルに基づき、水道事業を取り巻く環境の変化を踏まえて、改めて投資・財政

計画（収支計画）の策定を行い、別途見直しを行っている摂津市上下水道ビジョンとの整合を図

りつつ、経営戦略の中間見直しを行いました。

なお、中間見直しは策定から5年を経過した令和5年（2023）度に行う予定でしたが、燃料価格

の高騰の影響により動力費などの費用が急激に増加し、それらの上昇分を将来予測に反映させる

と実態とかけ離れた予測となる恐れがあったことから１年見送り、令和6年（2024）度に行いま

した。見直し後の計画期間は令和7（2025）年度～令和10（2028）年度の4年間とします。

（更新需要の見通し）

従来の見通しと比較して、材料価格や労務単価の高騰を考慮した結果、更新需要が増加する見

通しです。

見直し

85,359 86,346 85,694
82,306 78,111

73,247

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

H20
(2008)

H25
(2013)

H30
(2018)

R5
(2023)

R10
(2028)

R15
(2033)

R20
(2038)

R25
(2043)

R30
(2048)

R35
(2053)

R40
(2058)

（m3/日）
（人）

給水人口（左目盛） 一日平均有収水量（右目盛）

一日平均給水量（右目盛） 一日最大給水量（右目盛）

実績値← →予測値

85,359 83,954
80,813

74,162

68,181
62,229

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

H20
(2008)

H25
(2013)

H30
(2018)

R5
(2023)

R10
(2028)

R15
(2033)

R20
(2038)

R25
(2043)

R30
(2048)

R35
(2053)

R40
(2058)

（m3/日）
（人）

給水人口（左目盛） 一日平均有収水量（右目盛）

一日平均給水量（右目盛） 一日最大給水量（右目盛）

実績値← →予測値

154.17

6.60

44.81
29.32

88.10
102.41

23.15
8.78

0

20

40

60

80

100

120

140

160

R7

～R10

R11

～R15

R16

～R20

R21

～R25

R26

～R30

R31

～R35

R36

～R40

R41

～R42

更
新
需
要
（
億
円
）

建築 土木 電気 機械 管路

見直し



0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

職員一人当たり

の

配水量の効…
職員一人当たり

の

利益状況

供給した配水量

の

効率性

施設全体の

老朽化度合い

管路の

経年化の状況

管路の更新投

資

の実施状況

施設の効率性経常損益

料金水準の適

切性

費用の効率性

支払能力

債務残高

累積欠損

摂津市R4

職員一人当たり

有収水量
職員一人当たり

経常利益

有収率

管路経年化率

（法定耐用年数超過管路率）

経常収支比率

類似事業体平均R4

有形固定資産

減価償却率

管路更新率

施設利用率

料金回収率

給水原価

流動比率

企業債残高対

給水収益比率

累積欠損

金比率摂津市H28

摂津市R4

職員一人当たり

有収水量
職員一人当たり

経常利益

有収率

管路経年化率

（法定耐用年数超過管路率）

経常収支比率

類似事業体平均R4

有形固定資産

減価償却率

管路更新率

施設利用率

料金回収率

給水原価

流動比率

企業債残高対

給水収益比率

累積欠損

金比率摂津市H28

中長期的な見通しで検討した令和7（2025）年度から令和10（2028）年度までの更新需要は約

154億円でした。この更新需要に対応した場合、令和8（2026）年度には収益的収支がマイナスと

なり、資金も令和9（2027）年度には残高不足となる試算結果となりました。

そこで、構造物、設備関係及び管路のそれぞれで、重要度・優先度などを考慮した具体的な投資

を検討することによって、約45億円まで費用を削減することとします。

8.投資計画の見直し

最低限確保すべき自己資金を9億円とし、世代間の負担公平性も勘案して企業債残高は給水収益

の3倍までとすることを目標とし、3つのケース（①料金据置、②自己資金確保、③自己資金確保

＋企業債抑制）で財政シミュレーションをした結果、料金を据え置いた場合、令和8（2026）年度

において収益的収支がマイナスとなり、さらに近い将来、資金不足となることが予想されました。

「②自己資金確保ケース」では、供給単価が最も大きくなり、自己資金にも余裕ができますが、

料金改定率を38％としてもなお企業債残高が給水収益の3倍を上回ります 。

大幅な料金改定を避けつつ目標を満たすためには、企業債の抑制を合わせて検討する必要があり、

起債率を50％、料金改定率が26％となる「③自己資金確保＋企業債抑制」ケースを採用します。

10.経営戦略中間見直しのまとめ

シミュレーションの結果より、計画的に施設・管路の更新・耐震化を進めつつ、安全な水を安

定的に供給し続けるためには、近い将来、料金改定が必要となることが予想されます

引き続き、水道ビジョンの数値目標達成に向けて、スペックダウンやダウンサイジングによる

更新費用の削減など、さらに努力をしていきます。また、今後の料金改定については、国交付金

などの財源の獲得や、デジタル化の取組を踏まえた業務効率化、官民連携手法の効果検証と見直

し、府内水道事業との連携など、最大限の経営努力を続ける中で、実際の経営状況がどのように

推移するかを見極め、適切な実施時期や改定率を検討していきます。

9. 財政計画の見直し7.経営指標の分析 ※水源、人口などが類似した事業体との比較結果

【ヒトの要素を表す指標（①、②）】
職員一人当たりの効率性は、類似事業体より

もやや劣ります。ただし、損益勘定所属職員数
は令和元年度まで類似事業体と比べて10人程度
多い状況でしたが、令和4年度はその差が4人と
なっています。

【モノの要素を表す指標（③～⑦）】
施設や管路の更新を推進しており、老朽化度

合の改善が図られています。ただし管路につい
ては、更新率が大幅に改善されているものの、
経年化のスピードも速く、さらに更新を進めて
いく必要があります。

【カネの要素を表す指標（⑧～⑬）】
給水収益が減少していることと経営戦略に基

づいて施設や管路の更新に投資を行ってきたこ
とから悪化の傾向にあります。

構造物
1,305百万円

1,701百万円
（△1,966百万円）

• 状態監視による長
期間使用を考慮し、
非常時の電源確保
を最優先した更新

• 水道水の安全性確
保（水質分析機器
の更新）

設備関係
3,667百万円

管路
10,444百万円

更新需要（R7～R10）
約154億円（15,416百万円）

• 耐震化の推進
（補強工事…費用

増加要因）
• 状態監視による

長期間使用を考慮
した更新

• 重要度・優先度を
考慮した更新・耐
震化（鋳鉄管残存
率18％へ）

• 更新口径縮小に
よる投資額削減

0百万円
（△1,305百万円）

2,830百万円
（△7,614百万円）

R7～Ｒ10事業計画（投資計画）
約45億円（4,531百万円）※1

※1 税抜金額、調査費・事務費等を含まず。

計画期間内の整備は完了
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青字の番号：類似事業体と比較して良い数値である指標
赤字の番号：類似事業体と比較して悪い数値である指標


